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資料１ 



ベンチャーキャピタル投資の対ＧＤＰ比の比較
（2012年） 

（資料）OECD Entrepreneurship at a Glance 2013。日本は2011年。 

米国の 
約１／７ 

韓国の 
約１／２ 

シード・アーリー投資 

ミドル・レイター投資 

１．ベンチャーの必要性 
○ベンチャーとは、新しく事業を興す「起業」だけではなく、既存企業の改革を含めた、企業としての新しい取組への挑戦である。ベンチャーは、産
業における新成長分野を切り拓く存在であり、雇用とイノベーションを社会にもたらす、経済活力のエンジンである。ベンチャーから次の世代の
主要企業が生まれ、新たな経済成長を牽引することが期待されている。 

○世界のトップ２０００社（金融を除く）を見ると、米国は４６６社がランクインし、うち１５４社は１９８０年以降設立のベンチャー企業。これに対し、日
本はトップ２０００社に入るのは１８１社、このうち１９８０年以降設立の企業はわずか２４社。さらに、米国の新興企業の時価総額は日本の１０倍
であり、米国の雇用の１割がベンチャー企業からもたらされている。 
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起業家活動の国際比較  

平均：7.5% 

出所：平成24年度 起業家精神に関する調査（ＧＥＭ） （調査対象国の内OECD主要国を掲載。2011年、2012年のうち直近の数値を使用） 

起業活動指数 
(Total Early-stage Entrepreneurial Activity) 
アンケートを実施し、起業者・起業予定者である
との回答を得た割合（％） 

世界トップ2000社（Forbes Global 2000）の内、 
1980年以降に設立された企業（金融を除く）の比較 

（資料）Forbes Global 2000  2013、ブルーンバーグ、Financial Questのデータより作成。 

新規設立でなく 
民営化、合併、 
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ化等 

新規の設立は５社
（ソフトバンク、楽天、
ルネサス、J:com、ヤ
マダ電機） 

米国は日本の１０倍 

＜時価総額＞ 

Microsoft,  Amazon, 
Starbucks, Home Depot, 
eBay, Google, ｆacebook等 

約1/8 

＜企業数＞ 

１９８０年以降 
の設立企業 

約1/3 
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米国におけるベンチャー企業の生み出す雇用 

（資料）NVCA, iHS global insight「Venture Impact 」2011年 
（参考）「ベンチャー企業」はベンチャーキャピタルが出資した企業 

民間雇用に 
占める割合 
（％、右軸） 

クリーンかつ経済的なエネルギー需要の実現 

国民の「健康寿命」の延伸 

健康指導 
商品開発 

プラット 
フォーマー 

 レセプトデータ 
 健康診断結果 
 お薬手帳 

ＩＴと産業の融合 

「植物工場」 
完全制御型水耕栽培システムを採用し、栽培環
境を最適かつ安定的にセンサーで自動制御。 

産業の新成長分野の開拓 



２．ベンチャー創造の好循環の実現に向けて 

○ベンチャーの創出が自律的に実践される「ベンチャー創造の好循環」の形成を促す。大企業自らも好循環のサイクルにより新陳代謝を行う。 
○ベンチャーのみに焦点を当てた支援でなく、大企業、年金資金、教育、規制改革、政府調達など、社会全体の改革を推進。資金面、人材面、制度
面の様々な施策を総動員。 
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成熟期 
（レイター） 

成長期 
（エクスパンション） 

停滞期 

創業期 
（シーズ・アーリー） 

２．挑戦するベンチャーを支え

る意識改革・起業家支援 
 

（１）初等教育からの起業家教育

の充実 
 
（２）大学・大学院の起業家教

育ネットワークへの参加倍増 
 

（３）ベンチャー支援人材１０倍増 
 

（４）ダイバーシティを活かす起

業家支援 
 

（５）グローバル・ベンチャー人

材の育成 
 

（６）再チャレンジの促進 

   ３．大企業も含めた日本経済全体でのベンチャー創造 
 

（１）ベンチャーとの連携先進企業１００選 
 
（２）出口戦略としてのＭ＆Ａ促進 

 

 
（３）スピンオフ、カーブアウトなどを促進するガバナンスの強化 
 
（４）クラウドファンディングによる新たな起業支援モデルの構築等 

自律的な 
「ベンチャー創造

の好循環」 
の形成促進 

Ｍ＆Ａ、ＩＰＯなどを通じた更なる成長へ （Exit） 

再チャレンジ 

１．社会を動かす大胆な制度

改革の推進 
 
（ １ ）年金基金によるベン

チャー投資枠の創設 
 
（２）ベンチャーへの思い切っ

た税制措置等 
 

（３）政府調達改革によるベン

チャー調達枠の創設 
 
（４）ＤＡＲＰＡ型研究開発支援

スキーム等の創設 
 
（５）企業実証特例・グレー

ゾーン解消制度による障壁

突破 
 
（６）公的セクターの経営資源

の解放（電力関連データ等）  
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